
平　成　３１　年　度

淡路広域消防事務組合

淡路広域消防事務組合一般会計予算

並びに予算説明書





議 案 第　２　号

（歳入歳出予算）

 (債務負担行為）

 ( 地　方  債 ）

（一時借入金）

（歳出予算の流用）

平成３１年  ２月２０日　提出

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

　期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　管理者　門　　康　彦

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

平成３１年度淡路広域消防事務組合一般会計予算

　平成３1年度淡路広域消防事務組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，０２６，５００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表歳入歳出予算」による。

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

　流用することができる場合は、次のとおりと定める。

淡路広域消防事務組合

　　　予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る

　１２０，０００千円と定める。

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

　限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」による。
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歳 入 合 計

財 産 売 払 収 入

事 務 組 合 債

雑 入

繰 越 金

組 合 債

手 数 料

諸 収 入

繰 越 金

財 産 収 入

負 担 金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

第１表　歳入歳出予算

歳　入

項款

分 担 金

財 産 運 用 収 入
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1,650

1,650

1,868,985

500

1,185

（単位：千円）

1,867,800

金 額 備 考

432

932

1

1

133,200

2,026,500

133,200

21,732

21,732
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歳　出　

款 項

総 務 費

議 会 費

議 会 費

総 務 管 理 費

監 査 委 員 費

公 債 費

消 防 費

消 防 費

公 債 費

予 備 費

歳 出 合 計

予 備 費
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（単位：千円）

金 額 備 考

78,718

224

224

78,562

156

250,851

1,693,707

1,693,707

250,851

3,000

2,026,500

3,000
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はしご付消防自動車更新事業 平 成 ３ ２ 年 度 145,000 千円

第２表　債務負担行為

事　　　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　　間 限　　　　　度　　　　　額

－　6　－



起債の目的 限 度額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法

千円 ％

133,200 年 3.5

以内

　　普通貸借
　　　又は
　　証券発行

消防施設整備
事業費に充当

　政府資金については、
その融通条件により、
銀行その他の場合には
その債権者と協定する
ものとする。
　ただし、組合財政の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
又は、繰上償還若しく
は低利に借換えするこ
とができる。

第３表　地　方　債　
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１　総　括

（歳　入）

本 年 度 予 算 額

1 分 担 金 及 び 負 担 金 1,868,985

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1,650

3 財 産 収 入 932

4 繰 越 金 1

5 諸 収 入 21,732

6 組 合 債 133,200

歳 入 合 計 2,026,500

款

歳入歳出予算事項別明細書
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(単位：千円） 

前 年 度 予 算 額 比 較

1,799,839 69,146

1,650 0

739 193

1 0

21,571 161

71,800 61,400

1,895,600 130,900
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（歳　出）

1 議 会 費 224 224 0

2 総 務 費 78,718 73,507 5,211

3 消 防 費 1,693,707 1,596,942 96,765

4 公 債 費 250,851 221,927 28,924

5 予 備 費 3,000 3,000 0

2,026,500 1,895,600 130,900歳 出 合 計

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較
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国県支出金 地 方 債 そ の 他

0 0 0 224

0 0 1,562 77,156

0 133,200 23,938 1,536,569

0 0 0 250,851

0 0 0 3,000

0 133,200 25,500 1,867,800

(単位：千円）

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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　１款　分担金及び負担金

１項　分　担　金

1 事 務 組 合 分 担 金 1,867,800 1,798,600 69,200

1,867,800 1,798,600 69,200

  ２項　負　担　金

1 緊急通報センター 1,000 1,000 0

負 担 金

2 移 譲 事 務 負 担 金 185 239 △ 54

1,185 1,239 △ 54

　２款　使用料及び手数料

　１項　手　数　料

1 手 数 料 1,650 1,650 0

1,650 1,650 0

　３款　財　産　収　入

　１項　財産運用収入

1 利 子 及 び 配 当 金 432 239 193

432 239 193

　２項　財産売払収入

1 物 品 売 払 収 入 500 500 0

500 500 0

　２　歳　入

計

前　　年　　度

計

計

目 本　　年　　度

本　　年　　度 　　　比　　　較　　　　

計

計

目

目 本　　年　　度 前　　年　　度　　　比　　　較　　　　

前　　年　　度　　　比　　　較　　　　

目 本　　年　　度 前　　年　　度　　　比　　　較　　　　

目 本　　年　　度 前　　年　　度　　　比　　　較　　　　
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金　　　　額

1 事 務 組 合 分 担 金 1,867,800 ・洲本市分担金 615,275

・南あわじ市分担金 639,851

・淡路市分担金 612,674

金　　　　額

1 緊急通報センター 1,000 ・緊急通報センター負担金 1,000

負 担 金

1 移 譲 事 務 負 担 金 185 ・移譲事務負担金 185

金　　　　額

1 手 数 料 1,650 ・危険物施設申請手数料 1,630

・罹災証明等手数料 20

金　　　　額

1 利 子 及 び 配 当 金 432 ・財政調整基金利子 432

金　　　　額

1 物 品 売 払 収 入 500 ・救急自動車売払収入 500

（単位：千円）

節

（単位：千円）

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

区　　　　　　分

（単位：千円）

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　　　分

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　　　分

説　　　　　　　　　　明
区　　　　　　分

節

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　　　分
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　４款　繰　越　金

　１項　繰　越　金

1 繰 越 金 1 1 0

1 1 0

　５款　諸　収　入

　１項　雑　　入

1 救 急 支 弁 金 12,249 12,418 △ 169

2 雑 入 9,483 9,153 330

21,732 21,571 161

　６款　組　合　債

　１項　事務組合債

1 消 防 債 133,200 71,800 61,400

133,200 71,800 61,400計

計

比　　　較目 本　　年　　度

計

前　　年　　度

目 本　　年　　度 前　　年　　度　　　比　　　較　　　　

目 本　　年　　度 前　　年　　度　　　比　　　較　　　　
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金　　　　額

1 前 年 度 繰 越 金 1 ・前年度繰越金 1

金　　　　額

1 救 急 支 弁 金 12,249 ・救急支弁金 12,249

1 雑 入 9,483 ・職員健康診断助成金 830

・事務手数料 960

・共済保険金（車両等事故） 610

・自動販売機収入 100

・派遣職員給与返納金（1名） 6,983

金　　　　額

1 消 防 施 設 整 備 133,200 ・消防施設整備事業債 133,200

事 業 債

（単位：千円）

節

区　　　　　　　分
説　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　　　分

（単位：千円）

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　　　分
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１款　議　会　費

　　１項　議  会  費

国　県

支出金

1 議　会　費 224 224 0 0 0 0 224

224 224 0 0 0 0 224

２款　総  務  費

　　１項　総務管理費

国　県

支出金

1 一般管理費 78,130 73,119 5,011 0 0 1,130 77,000

　３　歳　出

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

地方債 その他

特　　定　　財　　源

一般財源
比  較目 本年度 前年度

計

目 本年度 前年度 比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

地方債 その他

特　　定　　財　　源

一般財源
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（単位：千円）

1 報 酬 207 ・議長 29

・副議長 26

・議員 152

11 需 用 費 17 ・消耗品費 17

（単位：千円）

1 報 酬 140 ・管理者 50

・副管理者 90

3 職員手当等 474 ・時間外勤務手当（派遣職員） 435

・管理職特別勤務手当（派遣職員） 39

4 共 済 費 439 ・非常勤公務災害補償費 49

・社会保険料（嘱託職員1名） 358

・雇用保険料（嘱託職員1名） 32

7 賃 金 2,324 ・嘱託職員賃金(1名） 2,324

9 旅 費 394 ・普通旅費 394

10 交 際 費 50 ・組合交際費 50

11 需 用 費 20,669 ・消耗品費 2,083

・被服費 13,076

・燃料費 500

・印刷製本費 845

・修繕料 4,158

・食糧費 7

12 役 務 費 672 ・建物火災保険料 225

・負荷心電図（専科教育　救助科） 4

・各種手数料 443

説　　　　　　　　　　　　　明

金　額

節

区　分

節

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額
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国　県

支出金

 (1 一般管理費)

地方債 その他
一般財源

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

目 本年度 前年度 比  較
特　　定　　財　　源
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（単位：千円）

13 委 託 料 14,415 ・庁舎清掃委託料（全署所） 627

・ごみ収集搬送委託料 848

・浄化槽清掃維持管理委託料 65

・電気保安点検委託料 333

・エレベーター保守点検委託料 916

・消防設備保守点検委託料 330

・自動ドア保守点検委託料 89

・ホースタワー保守点検委託料 308

・車庫シャッター保守点検委託料（2年毎） 330

・井戸水自動取水設備保守点検委託料 339

・ガスヒートポンプ保守点検委託料 269

・貯水槽清掃消毒委託料 66

・指令機械室空調設備保守点検委託料 242

・中央監視設備保守点検委託料（本部） 660

・職員定期健康診断委託料 2,600

・Ｂ型肝炎ワクチン委託料 572

・インフルエンザ予防接種委託料 80

・産業医委託料 480

・職員採用試験作成委託料 129

・職員採用健康診断委託料 165

・パソコンネットワーク保守委託料 894

・ホームページ更新作業委託料 87

・サイボウズサービスライセンス継続更新料 66

・人事給与ソフト保守委託料 497

・例規集保守委託料 584

・人事給与システム改修（保守範囲外） 600

・財務会計システム（公会計制度対応）保守 94

・財務書類作成支援業務委託料 1,375

・人事評価研修・ハラスメント研修委託料 770

14 使用料及 9,595 ・複合機リース料（11台分） 1,177

び賃借料 ・パソコンリース料（79台） 2,445

・人事給与ソフト借上料 968

・ホームページシステム借上料 393

・パソコンバンクWeb21借上料 66

・例規集ソフトウェア利用料 458

・例規集（e-Reiki）情報利用料 52

・財務会計システム（公会計制度対応）リース料 1,410

・職員寝具類リース料 2,198

・NHK受信料 174

・採用試験会場借上料 60

・高速道路使用料 194

18 備品購入費 1,483 ・庁舎用備品購入費 1,210

・事務用備品購入費 273

19 負担金補助 27,475 ・社会保険協会負担金 3

及び交付金 ・安全衛生管理者・推進者養成負担金 96

・由良出張所浄化槽管理負担金 38

・職員昇任試験作成負担金 14

・PC研修会負担金 24

・派遣職員給与返納金（3名） 27,300

節

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額
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国　県

支出金

2 財政調整 432 239 193 0 0 432 0

基 金 費

78,562 73,358 5,204 0 0 1,562 77,000

２款　総  務  費

　　２項　監査委員費

国　県

支出金

1 監査委員費 156 149 7 0 0 0 156

156 149 7 0 0 0 156

３款　消  防  費

　　１項　消  防  費

国　県

支出金

1 常備消防費 1,535,987 1,507,792 28,195 0 0 23,938 1,512,049

特　　定　　財　　源

一般財源
地方債 その他

目 本年度 前年度 比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

地方債 その他

特　　定　　財　　源

一般財源

計

目 本年度 前年度

比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

地方債 その他

特　　定　　財　　源

一般財源

計

目 本年度 前年度
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（単位：千円）

25 積 立 金 432 ・財政調整基金積立金 432

（単位：千円）

1 報 酬 109 ・監査委員報酬（識見者2名） 87

・監査委員報酬（議会選出１名） 22

9 旅 費 36 ・費用弁償 36

11 需 用 費 11 ・消耗品費 11

（単位：千円）

2 給 料 616,490 ・職員　186名 616,490

3 職員手当等 479,734 ・扶養手当 32,517

・住居手当 19,368

・通勤手当 20,453

・管理職手当 10,980

・管理職特別勤務手当 705

・特殊勤務手当 18,961

・時間外勤務手当 22,273

・休日勤務手当 65,111

・夜間勤務手当 16,285

・期末勤勉手当 250,726

・児童手当 22,355

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額

節

節

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額

節

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額
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国　県

支出金

 (1 常備消防費)

目 本年度 前年度 比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

一般財源
地方債 その他
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（単位：千円）

4 共 済 費 323,923 ・職員共済組合負担金 222,371

・職員互助会負担金 1,233

・職員退職手当組合負担金 96,756

・地方公務員災害補償費負担金 2,406

・社会保険料（再任用職員） 1,064

・雇用保険料（再任用職員） 93

8 報 償 費 179 ・定例表彰、感謝状等 109

・講師、医師謝礼 70

9 旅 費 3,681 ・普通旅費 697

・消防学校等旅費 1,818

・救急救助関係旅費 1,166

11 需 用 費 57,456 ・消耗品費 11,970

・燃料費 11,289

・食糧費 14

・印刷製本費 2,052

・修繕料 13,295

・光熱水費 18,836

12 役 務 費 10,027 ・通信運搬費 6,374

・自動車保険料等 962

・自動車リサイクル料 40

・災害情報通信費 1,743

・救急救命士国家試験受験手数料 94

・救急用毛布等クリーニング料 307

・筆耕料 83

・消防業務賠償責任保険料 226

・各種手数料 198

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額

節
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国　県

支出金

 (1 常備消防費)

特　　定　　財　　源

一般財源
地方債 その他

目 本年度 前年度 比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳
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（単位：千円）

13 委 託 料 17,140 ・指令センター保守点検委託料 3,270

・緊急通報装置保守点検委託料 115

・消防救急デジタル無線設備保守委託料 2,180

・消防OAシステムデータ保守委託料 3,270

・元号改正に伴うOA改修業務 3,132

・Net119緊急通報システム導入 2,750

・高圧ガス容器耐圧検査委託料 391

・コンプレッサー保守点検委託料 165

・救急救助資機材保守点検委託料 427

・救急救命士病院実習等委託料 1,255

・医療廃棄物処理委託料 174

・各種委託料 11

14 使用料及 11,000 ・専用電話回線借上料 5,930

び賃借料 ・発信地表示システム使用料 614

・ＩＰ－ＶＰＮ回線使用料 1,872

・車両運用端末装置回線使用料 786

・Net119緊急通報システム使用料 528

・119通報に係る電話通訳使用料 218

・ケーブルテレビ利用料 173

・高速道路使用料 190

・緊急船舶借上料 180

・救急救命士養成課程宿泊施設利用料 432

・各種借上料 77

16 原材料費 110 ・煙道作成材料費及び訓練用資材費 100

・庁舎維持修繕原材料費 10

18 備品購入費 5,518 ・消防資器材（車両用消火器等） 2,468

・救急資器材（ETCO2モニター 外） 2,690

・救助資器材（ウェットスーツ 外） 360

19 負担金補助 8,783 ・消防長会関係負担金 358

及び交付金 ・消防学校初任教育入校負担金 1,953

・消防学校等専科入校負担金 945

・警防：淡路地区消防協議会負担金等 89

・技術：洲本自家用自動車協会費等 130

・救急：近畿救急医学研究会会費等 218

・救命士：救命士養成課程関係 4,215

・救命士：救命士各種研修等負担金 33

・救助：ガス溶接技能講習会受講料等 200

・衛星通信管理運営協議会負担金 367

・災害対応情報ネットワーク負担金 275

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額

節
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国　県

支出金

 (1 常備消防費)

2 消防施設 155,644 85,780 69,864 0 133,200 0 22,444

整 備 費

3 国民保護 2,076 3,370 △ 1,294 0 0 0 2,076

法管理費

1,693,707 1,596,942 96,765 0 133,200 23,938 1,536,569

４款　公  債  費

　　１項　公  債  費

国　県

支出金

1 元　　金 243,367 212,067 31,300 0 0 0 243,367

計

目

地方債 その他

特　　定　　財　　源

一般財源
本年度 前年度 比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

その他

目 本年度 前年度 比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

一般財源
地方債
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（単位：千円）

22 補償、補填 1,000 ・交通事故等に係る補償金、賠償金 1,000

及び賠償金

27 公　課　費 946 ・自動車重量税　19台 （H30：19台） 946

12 役 務 費 300 ・庁舎建設工事に係る申請手数料 300

13 委 託 料 77,085 ・署所庁舎営繕工事設計・監理業務委託料 400

・庁舎建設工事設計業務委託料等 8,800

・指令システム機器更新業務 67,885

15 工事請負費 2,700 ・署所庁舎営繕工事費 2,700

18 備品購入費 75,559 ・ポンプ車（北淡）1台 42,500

・高規格救急自動車（北淡）1台 31,000

・消防用ホース 1,340

・救助資機材空気ジャッキ 719

18 備品購入費 2,076 ・携帯警報器6個 195

・空気ボンベ12本 1,611

・NBC災害対応防護服 270

（単位：千円）

23 償還金、利子 243,367 長期債元金

及び割引料 ・一般財団法人　全国自治協会 25,414

・淡陽信用組合　本店 44,200

・あわじ島農業協同組合 17,314

・地方公共団体金融機構 47,177

・淡路信用金庫　本店 44,060

・みなと銀行 65,202

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額

節

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額

節
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国　県

支出金

2 利　　子 7,484 9,860 △ 2,376 0 0 0 7,484

250,851 221,927 28,924 0 0 0 250,851

５款　予  備  費

　　１項　予  備  費

国　県

支出金

1 予 備 費 3,000 3,000 0 0 0 0 3,000

3,000 3,000 0 0 0 0 3,000計

比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

計

目 本年度 前年度
特　　定　　財　　源

地方債 その他 一般財源

目 本年度 前年度 比  較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

一般財源
地方債 その他
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（単位：千円）

23 償還金、利子 7,484 長期債利子等

及び割引料 ・一般財団法人　全国自治協会 63

・淡陽信用組合　本店 3,713

・あわじ島農業協同組合 467

・地方公共団体金融機構 287

・淡路信用金庫　本店 963

・みなと銀行 1,641

・平成30年度借入長期債利子 350

（単位：千円）

3,000

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額

節

節

説　　　　　　　　　　　　　明

区　分 金　額
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１．特別職

職員数 報酬 給料 期末手当 計 共済費 合　計 備　考
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

長　　等 3 140 140 140
議　　員 9 207 207 207
その他の
特 別 職

3 109 109 109

計 15 456 456 456
長　　等 3 140 140 140
議　　員 9 207 207 207
その他の
特 別 職

3 102 102 102

計 15 449 449 449
長　　等 0 0 0 0
議　　員 0 0 0 0
その他の
特 別 職

0 7 7 7

計 0 7 7 7

２．一般職

〈1〉総　括

職員数 報酬 給料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

186 － 616,490 479,734 1,096,224 323,923 1,420,147
184 － 608,965 458,455 1,067,420 329,039 1,396,459

2 － 7,525 21,279 28,804 △ 5,116 23,688

千円 千円 千円 千円 千円  千円  千円
本年度 32,517 0 19,368 20,453 10,980 18,961 22,273

職員手当 前年度 31,899 0 18,882 19,254 10,980 18,000 19,440
比　較 618 0 486 1,199 0 961 2,833

の内訳 千円 千円 千円 千円 千円
本年度 65,111 16,285 250,726 22,355 705
前年度 53,985 16,285 247,173 22,165 392
比　較 11,126 0 3,553 190 313

〈2〉給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 備考
千円 千円

8,263
普通昇給に伴う増加分 3,263 定期昇給に伴う増
その他の増減分 △ 4,001
制度改正に伴う増減分 3,553
その他の増減分 17,726

〈3〉給料及び職員手当の状況

ア.　職員１人当たり給与

区分

平均給料月額（円）
平均給与月額（円）
平均年齢（歳）
平均給料月額（円）
平均給与月額（円）
平均年齢（歳）

360,047

平成３０年１０月１日現在
273,238

平成２９年１０月１日現在

勤勉手当

消防職

365,428
35歳　2月
271,479

35歳　7月

給与改定・昇格(見込)に伴う増減分

増減事由別内訳 説明

管理職手当
特殊勤務
手  　当

時間外勤務
手  　　当

住居手当 通勤手当

期末勤勉
手  　当

児童手当
管理職特別
勤務手当

区　分

区　分

給　与　費

本　年　度
前　年　度
比　 　　較

職員手当

区分
休日勤務
手  　当

夜間勤務
手  　当

区分

給　料 7,525

21,279

給 与 費 明 細 書

給　与　費

本年度

前年度

比　較

区分 扶養手当 地域手当
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高校卒
大学卒

ウ.　級別職員数

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)
１級 50 27.3 ５級 27 14.8
２級 18 9.8 ６級 14 7.7
３級 32 17.5 ７級 4 2.2
４級 38 20.8 計 183 100.0
１級 49 27.2 ５級 27 15.0
２級 23 12.8 ６級 13 7.2
３級 23 12.8 ７級 4 2.2
４級 41 22.8 計 180 100.0

（給別の標準的な職務内容）

区分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

消防長 副署長 出張所長 主査 主任 その他の職 その他の職
次長 分署長 係長 主任

消防職 課長 副分署長
署長 課長補佐
参事 主幹

統括司令
出張所長

エ.　期末手当・勤勉手当

支給率計

６月(月分) 12月(月分) （月分）
高校卒 2.225 2.225 4.45
大学卒 2.225 2.225 4.45

国の制度 2.225 2.225 4.45

オ.　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当(平成30年4月1日からの支給率）

国の制度

支給率％

カ.地域手当

0
0
0

キ.特殊勤務手当

2.09

ク.その他の手当

区　分

扶養手当
住居手当
通勤手当

国の制度　（支給率）　　（％）
支給対象者　（人）
支給率　　    （％）

交通用具利用者 ２ｋｍ未満　1,000円

当務手当・出動手当・通信手当

             差異の内容

2.09

82.0 82.0

全職種
代表的な職種

消　防　職

19.6695 28.0395 39.7575 47.709
定年前早期退職特別措
置（2％～45％）加算

-

備　　考

支給率 19.6695 28.0395 39.7575 47.709
定年前早期退職特別措
置（2％～45％）加算

-
兵庫県市町村
職員退職手当
組合に加入

有

区　　分
２０年勤続の
者  （月分）

25年勤続の
者  （月分）

35年勤続の
者  （月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等
退職時

特別昇給

級等による加算措置
有
有

消防職（円）
国の制度

行政職（円）

支給期間別支給率

区分

148,600
180,700

消　　防　　職

平成２９年１０月１日現在

平成３０年１０月１日現在

区分
職務上の段階、職務の

備　　考

区分

給与総額に対する比率（％）

区　　　　　　分

国の制度との異同

同
同
異

153,000
187,200

支給対象職員の比率（％）
  （平成３０年１０月１日現在 ）
代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象地域
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期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

はしご付消防自動車
更 新 事 業

145,000 平成32年度 145,000 145,000 0

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出
額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　　　項 限　　度　　額

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　定　　　財　　　源

一般財源

－　32　－



（単位：千円）

当該年度中 当 該 年 度 中

起債見込額 元金償還見込額

消防施設
及び備品

当該年度(31)中増減見込み 当該年度(31)末

現在高見込額

1,525,916 133,200 243,367 1,415,749

　　　　　　　　　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
　　　　　　　　　当該年度末における現在高の見込みに関する調書

133,200 243,367 1,415,749

前年度(30)末

現在高見込額

区　分

前々年度(29)末

現  在  高

(

普 通 債 1,662,683 1,525,916

1,662,683

1

)1
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（単位：千円)

各　市　名 人　口 均等割 人口割 計

（３３％） （６７％）

洲 本 市 44,258 205,458 409,817 615,275

南 あ わ じ 市 46,912 205,458 434,393 639,851

淡 路 市 43,977 205,458 407,216 612,674

合 計 135,147 616,374 1,251,426 1,867,800

平成３１年度　各市分担金明細書

分　　　担　　　金

※平成31年度各市分担金の人口割は、平成27年国勢調査の結果に基づく。
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